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　【事実の概要】Yは、銀行業務等を目的とし、発行済み株式総数が33億
0806万2101株（額面株式1株50円）、資本の額が7528億4863万2400円であり、議
決権を有する株主の数が1000人以上の株式会社である。XらはいずれもYの
株式を1000株保有する株主であり、個人株主の力を結集して大手銀行に役員報
酬や退職慰労金の金額を公開させようとする「株主オンブズマン」の代表であ
る。
　Yの取締役会は、第156期定時株主総会（以下「本件総会」）に本件議案1（第7
号議案「退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件」）を含む7つの議
案を提出した。本件議案1は役員の退職慰労金贈呈に関する会社提案で、その
具体的金額、贈呈の時期、方法等は会社側に一任することを内容とする。一
方、Xらを含む71名の株主（持株数合計40万8000株）は、株主提案として、役員
等の報酬、退職慰労金等の株主への個別開示をもとめ、その旨の条文を定款に
新設することを内容とする、本件議案2（第8号議案「定款の一部変更の件」）を
提出した。
　Yが、各株主に対し発送した、平成12年6月13日付けの本件総会招集通知
には、「会議の目的事項」の中の「決議事項」の項目に会社提案（取締役提出）と
して第1号から第7号議案（本件議案1）が、株主提案（株主提出）として第8号
議案（本件議案2）が記載されていた。さらに、参考書類において、本件議案2
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が株主71名からの提案であることのほか、Yの取締役会は反対すること等が
記載されていた。
　本件で問題となったのは、Yが招集通知に添付した本件議決権行使書面で
ある。本件議決権行使書面では、本件総会の各議案につき、賛否を丸印で表示
して議決権を行使する旨の記載があり、各議案にはそれぞれ「賛」「否」の欄
が設けられていた。また、「ご注意」の欄には、①Yの取締役会は株主提案に
反対しており、②本件議案2につき、①の取締役会意見に賛成の場合は「否」、
株主提案に賛成の場合は「賛」に丸印をつけること、③議案にっき賛否の表示
をしない場合は、会社提案（第1号から第7号議案）については「賛」、株主提案
（第8号議案）について「否」の表示があったものとして扱う旨の記載（本件記
載）がされていた（いわゆる「みなし記載」）。
　Xらは平成12年6月19日、「Yは、議決権行使書面において、株主提案議案
につき賛否の表示がない場合は「賛」の表示があったものとして取り扱う旨株
主に通知しなくてはならず、株主提案議案につき、議決権行使書面に賛否の表
示がなされていない場合は「賛」の表示があったものとし、「否」の表示があ
ったものとして取り扱ってはならないこと」を申し立てる仮処分申請を大阪地
裁に行った。平成12年6月27日の同地裁の決定によれば、「書面投票のために
議決権行使書面の内容の決定およびその取り扱い方法という業務執行にかかる
事項は、所有と経営とを分離する制度を採用する株式会社において、原則とし
て、業務執行機関である取締役会および代表取締役に委ねられたものである。
所有者として、会社に対し、法令または定款に定められた範囲でその権利を行
使し、株主総会における決議を通じて会社の基本的事項について意思決定をす
るにすぎない個々の株主が、業務執行の違法性を前提にこれを差し止めること
を越えて、直接一定の行為を要求するについては、そのような請求権の存在が
前提とされなくてはならない。Xらの主張する被保全権利はこれに沿うもの
でなく、他に請求権の存在に関し、主張、疎明されるところはない。」として
Xらの申し立てを却下した（資料版商事法務198号24頁）。
　平成12年6月29日の本件総会の議場においては、出席したXが株主提案理
由の説明を行う一方、YのN頭取が第8号議案に関する取締役会の考えを説
明する中、口頭で、社外取締役を除く昨年度の取締役の報酬の支給総額、平均
額（3000万円）および最高額（4500万円）を明らかにしている（同日朝日新聞夕刊大阪
版17頁）。しかしYは、本件総会の各議案の採決にあたっては、上記①、②、
③の本件記載にあったとおりに取り扱い、その結果、本件議案1を含む会社提
案の第1号から第7号議案は可決、株主提案の本件議案2（第8号議案）は否決
された。
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　このため、平成12年9月26日、本件議決権行使書面に「保留・棄権」の欄を
設けず、さらに白票についても保留・棄権として取り扱わなかったこと（取り消
し事由1）、および議案につき賛否の表示をしない場合は、会社提案（第1号か
ら第7号議案）にっいては「賛」、株主提案（第8号議案）については「否」の表示
があったものとして扱うこと（取り消し事由2）は、いずれも、その決議方法が
著しく不公正であるとして、Xらは大阪地裁に、商法247条1項にもとづき、
本件総会の決議取り消しを請求した。
　【判旨】原告Xの請求棄却。
　一　議決権行使書面に「保留・棄権」の欄を設けず、さらに白票についても
保留・棄権として取り扱わなかったことが著しく不公正な決議方法に該当する
か
　「Yは、本件議決権行使書に、本件議案1および2について棄権欄を設けて
いないが、これは商法特例法21条の3第5項に基づき制定された参考書類規則
6条1項が規定するところに従っており、また、白票について保留・棄権とし
て取り扱っていないが、これは商法特例法21条の3第5項にもとづき制定され
た参考書類規則7条が規定するところに従っており．いずれも、商法247条1
項1号が規定する決議の取り消し事由に当たらないことは明らかである。」
　二　議案につき賛否の表示をしない場合は、会社提案については「賛」、株
主提案について「否」の表示があったものとして扱うことが著しく不公正な決
議方法に該当するか
　「Yは、本件参考書類に、株主提出の本件議案2に反対することを記載し、
かつ、本件議決権行使書面に、賛否の表示がない場合には、取締役提出の本件
議案1については賛成、株主提出の本件議案2にっいては反対の各意思表示が
あったものとして取り扱う旨記載し、そのとおり取り扱っているのであり、こ
れは、商法特例法21条の3第5項に基づき制定された参考書類規則7条に従っ
ているのであるから、商法247条1項1号が規定する決議の取り消し事由に当
たらないことは明らかである。」
【評釈】本判決に賛成。
はじめに
　昭和56年の改正により、商法特例法は、同法の定める大会社であって、かつ
議決権を有する株主数が1000人以上の会社につき、株主総会に出席しない株主
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のために書面による議決権行使（書面投票）の制度を定めた（商特21条の3第1
項）。この場合、会社は株主総会の招集通知に議決権行使書面を添付しなけれ
ばならず（同条第2項）、「その様式は法務省令で定める」（同条第5項）としてい
る。これを受けた参考書類規則では、その様式がよるべき原則が規定された。
しかし、議案ごとに株主が賛否を記載する欄を設けること（参考規6条）、賛否
の記載がない場合の取り扱い（参考規7条）、および株主の氏名・持株数の記載な
らびに押印欄を設けること（参考規8条）と抽象的に定めているにすぎない。こ
のため、その具体的な様式は各会社の創意工夫に委ねられた。また、株主の議
決権行使につき参考となるべき事項として法務省令（＝参考書類規則）で定める
ものを記載した書類（参考書類）が招集通知に添付される（商特21条の2）こととな
った。なお、①会社が総会招集通知に議決権行使書面を添付しなかったとき、
または参考書類規則所定の様式に著しく違反する書面を添付したとき、②総会
招集通知に参考書類が添付されていない場合は、いずれも総会招集手続の法令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）違反として、商法247条1項1号の決議取り消しの訴の対象となる。
　このような書面による議決権行使制度の採用と参考書類の送付強制により、
委任状勧誘制度の欠陥・不備を補い、株主総会の活性化や株主の意思が大会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラの総会に直接反映されるようになったとされる。実際、従来から株主総会への
参加を保障する制度として、委任状勧誘規則にしたがい会社が委任状を勧誘
し、代理人が議決権を代理行使する制度（商239条2項）が存在した。ところが、“
代理人は委任状用紙に株主が明記したところに従って議決権を代理行使しなく
てはならないものの、かりに代理人が株主の意思に反して議決権を行使したと
しても、株主総会の決議の効力には影響を及ぼさないと解されていた。これに
対し、書面投票制度では、議決権行使書面上の株主の記載に従って議決権数を
参入しないと決議取り消し事由に該当すると解されるので、株主自身の意思が
　　　　　　　　　　　の決議に反映されることとなる。
　しかし、この書面投票制度も短所がないわけではない。総会前に決議の成否
が定まることになり、総会における討議の意味が失われますます株主総会の形
　　　　　　　　　　　　　　　（4）骸化と経営者支配が助長されることになるという問題である。これについて
は、現代の大規模公開会社において、①株主総会の形骸化現象は、もはや欠席
株主が単に自己の利益主張を放棄したものであるとして看過できないこと、②
不特定多数の者から資本を集約する企業の社会的責任という観点において、す
べての株主（個人株主）について会社の意思決定に参画する機会を保障するとい
うことが、そのこと自体として公益性を帯びるに至ったのであり、したがっ
て、質疑・討論や修正動議に参加できないという欠点は、書面投票制度の導入
　　　　　　　　　　　　　　　　（5）を批判するための決定的論拠とはなりえないと考えられている。
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一議決権行使書面に「保留・棄権」の欄を設けず、さらに白票につ
いても保留・棄権として取り扱わなかったことが著しく不公正な決議方
法に該当するか
1　本件では、まず議決権行使書面に「保留・棄権」の欄を設けず、さらに白
票についても保留・棄権として取り扱わなかったことが、商法247条1項1号に
いう「決議の方法が著しく不公正なるとき」に該当するかについて争われた。
　本判決では、①書面投票制度の目的は「大規模で株式が多数の株主に分散し
ている会社においては、自ら株主総会に出席することが困難な株主が多く、ま
た、株主は、代理人によって議決権を行使することができるとはいえ（商239条
2項本文）、一般の株主が自ら適当な代理人を見つけることが困難であるとい
う実情を踏まえ、株主による議決権行使の機会を実質的に確保すること」にあ
るとし、②この書面投票制度の適用を受ける会社は、株主総会の招集通知に議
決権行使書面を添付しなければならず、その様式は参考書類規則によるものと
され、同規則6条1項によれば議決権行使書面に棄権欄を設けるか否かは会社
の裁量に委ねられているとし、被告Yの反論を認めた。
　また、「保留・棄権」欄を設けることについては、本判決は、株主総会におけ
る決議に会社の実質的所有者である株主の意思をできる限り反映させ、賛否を
決めがたい株主にも議決権行使書面の返送を促し定足数の充足を図ることがで
きると指摘した上で、決議の成否に関しては棄権は反対と同一に取り扱われる
ことから、棄権欄を設けないことが不合理であるとはいえず、会社の裁量に委
ねることは、商法特例法21条の3第5項の委任の範囲を逸脱するものではない
として、被告の反論を認めている。
2　参考書類規則6条1項但書によれば、議決権行使書面にはかならずしも
「棄権」の欄を設けることを要しないが、その欄を設けても差し支えないとさ
れており、会社の選択に委ねられている。米国のSEC規則による委任状勧誘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）制度では、株主の意思表示には、賛成・反対・棄権の三つの選択があるが、決議
の成否においては、棄権は反対と同様に扱われている。わが国の議決権行使書
面による書面投票制度においても、同様に、あえて「棄権」欄を設けて、株主
の意思をキメ細かくくみ上げ、その意思を総会に反映するかは、会社の自主的
　　　　　　　　　　（7）な判断によるものとしている。
3　会社が議決権行使書面に「棄権」欄を設け、株主がそれに棄権の表示をし
た場合であるが、棄権票の効果を株主に明示していないときは、棄権は「当該
議案について欠席扱い」として、棄権票を定足数に参入すべきでないとする考
　　　（8）え方がある。
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他方、棄権の表示は、書面による議決権の行使がなかったわけではなく、た
だ当該議案については賛否の意思の表明を留保したものとして取り扱われるべ
きであり、出席株主とともにひとまず定足数に参入されるとする考え方が
　の
ある。参考書類規則6条1項では、議決権行使書面上に「棄権の欄を設けるこ
とを妨げない」としているので、棄権の表示があった場合は定足数に参入すべ
きであろう。しかしこの場合、決議に関しては、「賛成」の意思表示を行った
議決権数で成立するので、「棄権」は実質的には「反対」の投票をしたのと同
様に扱われるため、「棄権」欄は、株主にとって賛否以外の第三の選択肢また
は意思表示とはなりえない。したがって、「棄権」欄の設置が会社の裁量に委
ねられている以上、「棄権」欄を設けないことが不合理であるとはいえまい。
　また、議決権行使書面上のスペースや集計事務といった会社側の処理上の複
　　　　　　　　　　の雑化も否定できないため、参考書類規則6条1項では、「棄権」欄の設置を強
　　　　　　つ制しなかったとされている。実務上、議決権行使書面に「棄権」欄を設ける事
　　　　（12）　　　　　　　（13）例は見当たらず、経団連のひな型でも使用していないという実態がある。
4　また、本件のように、棄権欄がない議決権行使書面において、賛否の記載
のないいわゆる「白票」を保留・棄権として扱わなかったことの是非について
も、参考書類規則7条にもとづき、各議案ごとに賛成・反対・棄権のいずれかの
意思表示があったとみなす記載をあらかじめ記載し、これに従って集計するこ
とが認められている。本件では、「白票」を保留・棄権として扱うことなく、議
決権行使書面上の「みなし記載」である本件記載に従って本件議案1および2
ともに処理され、決議が行われた。
5　したがって、本件議案1および2の決議方法は著しく不公正な決議方法
（商247条1項）に該当しないとした本判決は妥当である。
二議案につき賛否の表示をしない場合は、会社提案については
「賛」、株主提案について「否」の表示があったものとして扱うことが著
しく不公正な決議方法に該当するか
1　つぎに、議案につき賛否の表示をしない場合は、会社提案（第1号から第7
号議案）については「賛」、株主提案（第8号議案）については「否」の表示があ
ったものとして扱うことが、商法247条1項1号にいう「決議の方法が著しく
不公正なるとき」に該当するかについて争われた。
　これにつき、原告Xは、上記のごとく、議案の決議につき異別の取り扱い
をしたことは、「取締役会提案の議案については白票を「賛」と扱うことによ
って賛成の議決数を、株主提案の議案については「否」と扱うことによって反
対の議決数を、それぞれ恣意的に増やすことを企図したものであ」るから、本
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件議案2の決議方法は著しく不公正であると主張した。
　本判決は、参考書類規則7条につき、「賛否の欄に記載のない議決権行使書
面が提出されたときに、これを無効とすることなく、賛成、反対または棄権の
いずれかの意思表示があったものとして取り扱うことを認めるとともに」、そ
のいずれの意思表示があったものとして取り扱うかについては、議案ごとに会
社の裁量で決定することを認め、その取り扱いを議決権行使書面にあらかじめ
記載することで会社の恣意的な取り扱いを防ぐことを規定したとしている。さ
らに、参考書類規則4条は、「参考書類には株主提出の議案に対する取締役会
の意見を記載すること」を求めており、本件議案2における取り扱いが不合理
であるとはいえないと判示した。
2　賛否の記載のない議決権行使書面については、従来の委任状勧誘制度の場
合においても賛否の記載のないまま会社に返送される場合が多く、議決権行使
書面においても同様の状況が想定された。そこで、参考書類規則7条は、この
ように賛否の記載のないまま議決権行使書面を提出したときは、各議案につき
賛成、反対または棄権のいずれかの意思表示があったものとして扱う旨を議決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14〉権行使書面に記載しておくことができるとした（rみなし記載」）。
3　まず、みなし記載のない議決権行使書面が賛否の表示のない「白票」のま
ま会社に提出された場合の扱いについては、棄権として扱い、すなわち反対票
　　　　　　　　　　　（15）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16〉として定足数に参入するとする説と、無効として定足数に参入しないとする説
があり、これに対し、株主の意思は「賛否ともに決しがたい」の意であるとし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）て、株主の中立的意思表明の処理としての議決権不統一行使を言及する説も存
在する。
　棄権とする説では反対票の増加による会社提案否決の可能性が生じ、無効と
みる説では決議に必要な定足数の成立を困難ならしめることとなる。このよう
な場合その議決権が賛否いずれの方向において行使されたものとして取り扱う
かを会社の選択にまかせるならば、経営者による不当な支配の弊害を招き不適
当であるので、あらかじめ会社によるその取り扱いを株主に明示した、みなし
　　　　　　　　　　　　　　ラ記載に従って処理することになる。また賛否の記載のない書面の提出は、会社
執行部に対する信任を表すと解して、このような場合における株主の意思を推
測し、みなし記載により、前もって取り扱いを明らかにしておくことで、商法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ特例法21条の3第3項の要請を満たすとする見解もある。
4　さて、本件で問題となったのは、このみなし記載につき会社提案による議
案と株主提案による議案とで異別の記載を行ったことである。上述のごとく、
参考書類規則7条にいうみなし記載は、白票の扱いをあらかじめ議決権行使書
面に記載して株主に明示することで、会社の恣意的な処理を防ごうとするもの
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であり、記載内容については、議案ごとに会社の裁量権が認められている。こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）のため、実務上、株主提案があること自体稀ではあるが、会社は、そのような
場合、会社提案については「賛成」、株主提案については「反対」として扱う
旨の記載を行うことも可能であり、また会社提案のみの場合は全議案一括賛成
　　　　　　　　　　　　　つの記載することも可能となる。
　しかし、書面投票用紙が会社に送付されたことは、経営者に対する支持ない
し信頼を意味するものではないとする立場からは、みなし記載は、すべての議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の案につき同様の扱いをすべきであるとする見解がある。このように解すると、
　　　　　　　　　　　　　たとえば白票が多く存在する本件の場合、白票を一律に賛成として集計すれ
ば、本件議案1および2ともに可決となり、逆に一律に反対・棄権（＝反対）と
して集計すれば、本件議案1および2とも否決された可能性がある。本件議案
1は退職慰労金贈呈の会社側への一任を内容とする会社提案であり、一方本件
議案2は役員報酬・退職慰労金の個別開示に関する株主提案であり、たがいに
内容が対立している。このような場合、かりにすべての議案につき同様の扱い
をすればかえって、決議の結果に矛盾を来すこととなるので、議案ごとに会社
の裁量権が認められるべきである。被告Yは、会社提案と株主提案を区別し
て記載することの是非について、「賛否の表示を行わない株主の意思は、会社
を信任し、会社提案への賛成、会社の意見に賛同するのが普通であり、株主提
案の議案について賛否の表示をしない場合は、取締役会（会社）の意見に同じと
して取り扱うことは、株主の意思を株主総会の決議に反映させる」と述べてい
る。本判決は、白票が会社への信任を示すかについては言及していないが、み
なし記載の内容を「議案ごとに会社の裁量で決定すること」は参考書類規則7
条で認められており、白票の取り扱いを議決権行使書面であらかじめ記載する
ことで、むしろ会社の恣意的な取り扱いを防ぐことを規則7条は定めたと判示
している。
5　以上により、Yのおこなった本件議案2の決議方法は参考書類規則7条の
趣旨に従ったものであり、著しく不公正なものではないとした、本判決は妥当
である。
おわりに
　Yはその後M銀行と合併し、Xは平成13年の株主総会でも本件と同様の株
主提案を行っている。本件の端緒となった、役員報酬個別開示の問題は、大企
業の経営者の責任や実績評価の尺度として株主の関心が高いが、個別開示制度
を導入する大企業は現状では一部にすぎない。
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　書面投票制度は株主管理コストの合理化といった面からも大企業にとって有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）用であり、インターネットによる議決権行使も不可能ではないとされる。先の
「商法等の一部を改正する法律要綱中間試案」においても「株主総会に出席し
ない株主の電磁的方法による議決権の行使（第25、五、1）」が検討されており、
近い将来、株主の意思を細かく汲み上げることも可能となろうが、現行法と現
在のその解釈においては、本判決は妥当なものといえる。
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